
金ケ崎町子育て支援センター指定管理者の管理に係る業務仕様書 

 

１ 趣旨 

 本仕様書は、金ケ崎町子育て支援センター（以下「支援センター」という。）の管

理業務を指定管理者が行うにあたり、金ケ崎町が指定管理者に求める管理業務の業務

内容及びその基準等を示すものである。 

 

２ 支援センターの管理に関する基本的な考え方 

 （１）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定による子育て支援事業を実

施する施設であることを十分に理解した上で管理を行うこと。 

 （２）「公の施設」であることを常に念頭に置いて、公平な運営を行うこととし、特

定の者及び団体等に有利あるいは不利となるような取り扱いをしないこと。 

 （３）効率的な管理を行い、経費の削減を図ること。 

 （４）管理に関する業務を一括して再委託しないこと。 

  

３ 施設の概要 

 （１）施設名称   金ケ崎町子育て支援センター 

（２）所在地    岩手県胆沢郡金ケ崎町西根高谷野原１０７２番地 

（３）設置者    金ケ崎町 

（４）建物の概要 

  建物構造  鉄骨造平屋建 

敷地面積  ５，１０１㎡（建物用地２，２３５㎡、屋外運動場２，８６６㎡） 

延床面積  ７７４．６５９㎡ 

施設内容  別紙図面のとおり 

   開設日   平成１９年７月 

 

４ 利用時間  午前１０時から午後４時まで 

 

５ 休館日   日曜日及び祝日 

 

６ 法令等の遵守 

  支援センターの管理に当たっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる法令に基

づかなければならない。 

（１） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

（３） 建築物における衛生環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号） 

（４） 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 



（５） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

（６） 金ケ崎町子育て支援センター設置条例（平成１９年条例第４号） 

（７） その他関係法令 

 ※本指定期間中に上記法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。 

 

７ 指定管理者が行う業務 

 （１）施設及び設備の管理に関する業務 

   ①維持管理及び修繕に関する業務 

・消防設備・消火設備保守点検業務（年２回） 

     消火器具、自動火災報知設備、避難器具、誘導灯及び誘導標識設備の保守

点検 

    ・支援センター内外の巡回点検 

    ・施設等の管理、修繕 

   ②警備及び清掃等の管理に関する業務 

    ・夜間、休日等における施設の警備業務 

    ・支援センター内外の清掃等 

内容 基準 

日常清掃 床の掃き掃除等 毎日（休館日を除く） 

定期清掃 

床：掃き掃除、水洗、水拭、モップ、洗浄、 

ワックス、つや出し 

ガラス・サッシ、照明器具、天井、等 

年２回以上 

外回りの清掃（植栽管理等） 
年間を通して必要に応

じて実施 

衛生用品

の交換 

トイレットペーパー、消毒液等 年間を通じて必要に応

じて実施 

   ③電気・暖房設備の保守点検及び管理業務 

   ④環境衛生管理業務 

   ⑤除雪業務 

   ⑥備品等の管理業務 

（２）地域子育て支援拠点事業 

   地域子育て支援拠点事業実施要綱（令和６年３月３０日付こ成環第１１３号）に

基づく事業 

   ①乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての

相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業 

②地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための事業 

   ③地域全体で、子どもの育ち・親の育ちを支援するため、地域の実情に応じ、



地域に開かれた運営を行い、関係機関や子育て支援活動を実施する団体等と

連携の構築を図るための事業 

（３）再委託について 

   業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできないので、管理運

営上の委託を行う場合は、その旨を金ケ崎町に報告すること。 

 

８ 職員体制 

  管理業務を実施するため、適正な職員を配置すること。 

 （１）職員配置の最低基準は次のとおり。 

    利用時間は地域子育て支援拠点事業実施要綱に規定する職員体制で業務を遂

行できるようにすること。 

 （２）各種業務における責任体制を確立すること。 

 （３）職員の勤務体制は、施設の管理に支障がないよう配慮するとともに、利用者

の要望にこたえられるものとする。 

 （４）職員に対しては、公の業務に従事する者であることを自覚させ、利用者への

対応、業務態度には十分注意を払うよう指導するとともに、職員の資質を高める

ため、研修を実施するなど施設の管理に必要な知識と技術の習得に努めることと

する。 

 

９ 災害・事故対策 

 （１）指定管理者の責任等に起因する災害及び事故については、指定管理者が責任

を負うものであること。 

 （２）災害及び事故、犯罪等が発生したときは、速やかに町に報告すること。 

 （３）緊急時の対応マニュアルや緊急連絡網を作成すること。 

 

10 苦情処理 

  利用者等から管理業務に関する苦情があった場合は、適切な対応を行い、円滑な

解決に努めること。 

 

11 指定管理料 

  町は、施設サービスの質が低下することがないよう、指定管理者に対して、管理

に係る経費（以下、「指定管理料」という。）を支払うものとする。 

（１）指定管理料は、指定管理者の収支計算に基づき算定した一定額を予算の範囲内

で支払うものとし、原則的に指定管理料の精算は行わないものとする。 

 【参考】前年度指定管理料  １２，３６６，０００円 

（２）指定管理料は指定管理者の請求に基づき複数回に分けて支払いができるもの 

とする。ただし、１回あたりの支払の額の上限は指定管理料の２分の１を超えな



い額とし、時期や方法は、年度協定書にて定めるものとする。 

（３）請求にあたっては、請求書及び前月までの実績報告書を提出するものとする。 

（４）その他 

   ① 建物の火災保険については、町が加入する。 

   ② 施設設備に対する修繕の必要が発生した場合、管理施設の維持保全につい

ては、１件につき３０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものにつ

いては指定管理者が実施するものとする。ただし、発注にあたっては、複数事

業者から見積りを徴するなど金額の妥当性の把握に努めること。 

 

12 物品の管理 

  指定管理者は、町の所有に属する物品についても使用できるが金ケ崎町財務規則

（平成１５年規則第２１号）に基づき適正に管理すること。 

 

13 個人情報の取り扱い 

支援センターの管理を行うにあたり個人情報を適正に取扱うこと。 

指定管理者には、施設の管理を行うに当たって保有する個人情報の取り扱いに関し

て町と同等の責務（収集の制限、利用及び提供の制限、電子計算機処理の制限、電子

計算機結合の制限等）が課せられるほか、後日町と締結する協定において、町から利

用者に関する個人情報の開示の要求等があった場合には、これに応じなければならな

い義務が課せられます。 

以上、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）に基づくものとします。 

 

14 事業報告 

 （１）年度終了後、４月３０日までに事業報告書を提出すること。 

 （２）その他、町は必要に応じて報告書の提出を求めることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 指定管理者の運営責任の明確化 

  指定管理者と町の運営責任の分担は、原則として次のとおりとする。 

責任の内容 
負担者 

町 管理者 

不可抗力による業務の変更、中止 ▲ 

運営費の増大 
町の要因によるもの ▲ 

上記以外のもの  ○ 

施設等の損傷 
施設等の管理上の契約不適合によるもの  ○ 

上記以外のもの ▲ 

債務不履行 
町の協定内容の不履行 ○  

指定管理者による業務、協定内容の不履行  ○ 

利用者等への損害賠償 
施設等の管理上の契約不適合によるもの  ○ 

上記以外のもの ▲ 

施設等の修繕 
協定書で定める金額までの修繕  ○ 

協定書で定める金額超の修繕 ▲ 

保険の加入 
火災保険 ○  

施設賠償保険  ○ 

※ ① 管理者とは指定管理者をいう。 

※ ② ▲については、双方の協議 

 

16 帳簿書類等の記帳及び保存 

  指定管理者は、支援センターの管理に関する収入及び支出の状況について、適切

に帳簿に記帳するとともに、当該収入及び支出に係る帳簿及び証拠書類については、

次年度の４月１日から起算して帳簿については１０年間、証拠書類については５年間

保存すること。 

  また、これらの関係書類について、町が閲覧を求めた場合は、これに応じること。 

指定管理者には、公文書公開の努力義務が課せられるほか、後日町と締結する協定

において、町から管理業務に関する文書等の提出の要求があった場合には、これに応

じなければならない義務が課せられます。 

 

17 町が行う指導、監査等 

  町は、指定期間中、指定管理者に対して施設の特性に応じて月報、総括書等の提

出を求めるとともに、施設ごとに定期的な巡回点検等を実施するものとする。 

 

18 指定の取消 

  指定管理者が行う管理の適正を期すため、次に掲げる事由に該当する場合には、



地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又

は、期間を定めて管理の全部又は一部の停止を命じることがある。 

 （１）指定管理者が、町が行う報告の要求、実施調査又は必要な指示に従わないと

き。 

 （２）指定管理者による管理を継続することが適当でないと町が認めるとき。 

 

19 協議 

  町は、この仕様書に規定するものの他、指定管理者の業務の内容及び処理につい

て疑義が生じた時は、指定管理者と協議し決定することとする。 

 

20 業務の引継ぎ 

  指定期間が満了し、又は指定を取り消されたときは、速やかに支援センターに関

する事務を整理し、町に対して業務の引継ぎを行うこと。 

 

 


